
 

 

 

 

 
 
 

 

       
 

 

 
 

 

 主催:静岡市清水産業・情報プラザ（指定管理者：静岡商工会議所） 共催:新産業開発振興機構 

 

第 86回（平成 26年度第 1回）産学官交流のご案内を致します。 

今回は東海大学にご協力いただき、下記内容の講演を開催します。是非この機会に大学関係者・講演者と交流

され、今後の事業活動にお役立ていただきますようご案内申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  参 加 料 無料 （交流・懇親会参加者は 1,000円／ 軽食・飲物を用意いたします） 

  定 員 ３０人 

  申込方法 下記申込書に記入してＦａｘ、E-mailで申し込み下さい。 

  事 務 局 静岡商工会議所 新産業課（担当：相磯、小堺） 

TEL:054-355-5400  FAX:054-340-5117  E-mail:info@siip.jp 

※ 大学側との積極的な交流を図るためにも、ぜひ交流会までご出席下さい。 

※ 尚、申込書に記入いただいた情報は、静岡商工会議所からの各種連絡・情報提供に利用する事がありますこと

をご了承下さい。 

 

第８６回「産学官交流」講演会・交流会 参加申込書（東海大学） 

   平成２６年４月１８日（金）開催                        Ｆａｘ 054-340-5117 

事 業 所 名  

参加者名（役職） （        ） （        ） 

講 演 会 参加 ・参加しない 参加 ・ 参加しない 

交 流 会 参加（有料） ・参加しない 参加（有料） ・ 参加しない 

所 在 地  TEL  

※E-mail  ※Ｆａｘ  

※欄：今後の『産学官交流会』のご案内を希望される方はご記入願います。 
（原則 E-mail案内とさせていただきます。Ｆａｘでのご希望の場合は、「Ｆａｘ欄」のみご記入下さい。） 

 
本会には、宝くじ 

収益金の一部が使用

されています 

開催日時  平成２６年４月１８日（金） 

     講演会 17:00～18:30  交流会 18:45～19:45 

会    場  講演会 静岡商工会議所・清水事務所（産業情報プラザ）  ３階 研修室  

     交流会   同 上                  ７階 交流サロン 

 

講演１ 『 物流における資源の最適配分問題 』 
東海大学 海洋学部航海工学科 准教授 新谷 浩一氏 

講演２ 『 フードチェーンを意識した食品の安全確保の取り組み 』 

     東海大学 海洋学部水産学科 教授  山本 茂貴氏 

第 8 6 回「産学官交流」講演会・交流会 

東海大学 「物流の経済性と食品の安全」に関する提案 

 
 



 

講演１ 『 物流における資源の最適配分問題 』 

東海大学 海洋学部航海工学科 准教授 新谷 浩一氏 

Keywords：物流問題、資源の最適配分問題、コンテナ輸送、折りたたみコンテナ 

 現在、そこそこうまく機能しているシステムがあるとする。しかし、実はもっとよいやり方がある

のかも知れない。それを考えることは「急がないが重要なこと」に位置づけられる。それを考え、

実行に移したら、劇的に変えられるかも知れない。 

 物流問題の多くは、資源の最適配分問題である。ただし、一筋縄でその答えを求めることはで

きない。なぜなら、その答えが 0や 1、整数であるからである。 

 これまで国際海上コンテナ輸送における資源の最適配分問題を研究してきた。本講演では、

次の 2つのトピックについてお話ししたい。いずれも近年の国際的貿易不均衡によって深刻化している空コンテナの回送問題

に関する研究である。 

(1)空コンテナの回送を考慮したコンテナ航路ネットワーク問題･･･コンテナ船の航路ネットワーク問題に、本船による空コンテ

ナの回送問題を組み込んで考えることによって、経済的にどのような効果があるのか? 

(2)折りたたみコンテナの経済性･･･折りたたみコンテナは、空の状態で折りたたんで束ねて荷役、輸送することができる。折り

たたみコンテナは、経済的にどのような効果をもたらしてくれるのか? 

 

 

 

 

 

 

 

講演２ 『 フードチェーンを意識した食品の安全確保の取り組み 』 

東海大学 海洋学部水産学科 教授  山本 茂貴氏 

Keywords：フードチェーン、食の安全・安心、リスク低減、ＨＡＣＣＰ 

近年食品の安全を脅かす事件がたびたび起きており、消費者の食の安全・安心に対する関

心が高まっている。しかしながら、100％安全な食品は無いという考え方が主流になってきてお

り、食品の衛生管理はリスクを低減させることを目的に行われるようになった。日本でも 2001年

9 月の BSE 発生を契機にリスク分析の考え方で食品の衛生管理を行うこととなり、行政組織が

改組された。厚生労働省及び農林水産省はリスク管理機関であり、内閣府・食品安全委員会は

食品のリスクを評価する機関である。リスク分析の要素としてリスクコミュニケーションがあるが、

すべての機関が関連している。 

 近年、食品の衛生管理手法として HACCP (Hazard Analysis Critical Control Point、危害分析重要管理点)方式が導入されて

おり、我が国でも厚生労働省の承認制度が乳・乳製品、加熱食肉製品、レトルト食品、魚肉練り製品、清涼飲料水などに適用

されている。 

 これからの課題として、食品のリスクはゼロではなく、リスクの程度を理解しながら、生産者、製造者、流通、消費にいた

る全てのフードチェーンで食品を取り扱う者は衛生を管理していく必要がある。消費者も与えられるものをそのまま信用する

のではなく、食品衛生に関する知識を高め、自らの判断を含めて、食の安全・安心を確保する必要がある。 

 

 

 

 

 

折りたたみコンテナ 
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  航路ネットワークの一例 

 

(日本食品衛生協会HPより) 

 

 


